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令和６年度 税制改正 基本的な考え方

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

法人税 贈与税所得税 相続税

消費税

○法人実効税率 20％台へ

○投資促進税制の導入・拡充

○更なる賃上げ促進税制の拡充

○中小事業再編損失準備金制度

○事業承継税制（10年集中支援）

○子・孫への贈与優遇（H27～）

〇住宅取得資金 拡充

○教育資金贈与 （H25～）

〇結婚・子育資金贈与（H27～）

〇相続時精算課税制度 改正（R6～）

○最高税率 45％へ（H27～）

○配偶者控除等見直し（H30～）

○給与所得控除の見直し（R2～）

○基礎控除の見直し （R2～)
○超高所得者層の適正化（R7～）

○最高税率 55％へ（H27～）

○基礎控除 6割へ （H27～）

○広大地課税強化（H30～）

〇財産債務調書の強化（R5～）

〇タワマン課税の強化 （R6～）

○ R1.10～ 10％実行 （軽減税率導入）

〇 R5.10～ 消費税インボイス導入

１．構造的な賃上げの実現

①所得税・個人住民税の定額減税
②賃上げ促進税制の強化

社会保障の安定財源確保

２．生産性向上・供給力強化に向けた国内投資の促進

３．経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し

４．地域・中小企業の活性化等

防衛費強化の財源確保↑ 【先送り】
金融所得課税の見直し↑ 【先送り】

少子高齢化
社会保障費見直し 検討

Ｒ6年度
税制改正

①戦略分野国内生産促進税制の創設
②イノベーションボックス税制の創設
③特定税額控除規定の不適用の整備
④研究開発税制の見直し
⑤ストックオプション税制の改正など

①子育て支援に関する政策税制
②住宅ローン控除・リフォーム減税の拡充
③生命保険料控除の拡充

①特例事業承継税制の提出期限の延長
②交際費等の損金不算入制度の見直し
③外形標準課税の対象法人の見直し
④中小企業事業再編投資損失準備金制度の拡充

５．円滑・適正な納税のための環境整備
①インボイス制度の確定申告期に向けた対応等
②税務手続きのデジタル化・キャッシュレス化
③課税・徴収制度の整備・適正化

７．防衛力強化に係る財源確保の税制措置

①国内たばこ税率の引き上げなど

無断複写・転送を禁じます

６．扶養控除等の見直し（令和7年度改正）

①高校生の扶養控除の縮小
②ひとり親控除の拡充
③子育て世帯の生命保険料控除の拡充など

【検討事項】

①年金課税の見直し
②金融所得課税の一体化
③給与所得控除や人的控除などの見直し
④老老相続の社会変化踏まえ物納制度の見直し
⑤帳簿の電子化と適正公平課税の実現など
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令和６年度 税制改正の主なポイント

増減具体的内容項目

・納税者本人及び配偶者を含めた扶養家族1人につき、令和6年分の所得税・住民税から4万円の定額控除

・給与所得者6月の源泉徴収税額から、年金受給者8月の源泉徴収税額から、事業所得者等7月以降の予定納税から実施
所得税・個人住民税の定額減税

個
人
・家
計
・暮
ら
し

・子育て世帯等が認定住宅等を取得した場合、縮小予定の住宅控除の借入金限度額を令和6年に限り維持

・住宅のリフォーム減税に、子育て世帯等が行う一定の子育て対応改修工事を令和6年に限り追加 （R6.4.1～R6.12.31）

子育て世帯等の

住宅ローン控除・リフォーム減税の拡充

・高校生の扶養控除の縮小（38万円⇒25万円）、ひとり親控除の拡充（35万円⇒38万円）を、令和7年税制改正で結論

・23歳未満の扶養親族がいる場合、一般生命保険料の適用限度額の拡大（4万円⇒6万円）を、令和7年度税制改正で結論

子育て世帯の

扶養控除・生命保険料控除の拡充

・既存住宅のリフォーム減税（耐震・バリアフリー・省エネ等）の税額控除につき、適用期限を2年延長 （R7.12.31まで）

・リフォーム減税の適用対象者の合計所得金額の要件を、2,000万円以下（現行3,000万円以下）に引き下げ
既存住宅リフォーム減税の見直し・延長

・直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置につき、適用期限が3年延長 （R8.12.31まで）
・省エネ等住宅のうち、省エネルギー基準について、新築家屋につき断熱等性能等級などの基準を見直し

住宅取得等資金贈与の見直し・延長

・コロナの影響の長期化や物価高騰等の急激な経営環境の変化により事業承継の検討が遅れているため

事業承継税制の特例承継計画の提出期限を、法人版・個人版とも、令和8年3月31日まで2年延長 （適用期限は延長なし）

事業承継税制の

特例承継計画等の提出期限の延長

・令和6年度は、3年に一度の固定資産税評価替えの年にあたり、負担水準のバラツキが拡大することが見込まれるため、
現行の負担調整措置、条例減額制度等の適用期限を令和8年度まで3年間延長 （R6～R8）

土地に係る固定資産税等の

負担調整措置

・持続的な賃上げの実現に向け、中小企業の賃上げ促進税制を拡充し、適用期限を3年間延長 （R9.3.31まで）
・賃上げ促進税制の上乗せ措置（女性活躍・子育て支援創設など）を見直し、税額控除率を最大45％（現行40％）へ拡大
・赤字企業の中小企業については、賃上げ促進税制の恩恵を受けられないことから、5年間の繰越控除を創設する

中小企業の

賃上げ促進税制の拡充・延長

法
人
・事
業
・ビ
ジ
ネ
ス

・国として特段に戦略的な長期投資が不可欠となる分野(半導体・電気自動車等)における国内投資を促進するため、
生産・販売量に比例して法人税額を控除する「戦略分野国内生産促進税制」を創設 （関係法施行日～R9.3.31まで）

戦略分野国内生産促進税制の創設

・研究開発拠点としての立地競争力強化のため、国内で自ら研究開発した知的財産権から生じる国内の譲渡所得、国内外
のライセンス所得について、所得控除を認める「イノベーションボックス税制」を創設 （関係法施行日～R14.3.31）

イノベーションボックス税制の創設

・Ｍ＆Ａ後の損失に備える現行制度を見直しした上で、現行制度の適用期限を3年間延長 （R9.3.31まで）
・成長意欲ある中堅・中小企業が、複数の中小企業を子会社化し、グループ一体で成長していくことを後押しするため、
複数回のＭ＆Ａで最大100％（現行：70％）損金算入できる新しい制度を追加 （関係法施行日～R9.3.31まで）

中小企業事業再編損失準備制度の

拡充・延長

・接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る交際費800万円損金算入の特例を3年延長 （R9.3.31まで）
・交際費等から除外される飲食費の基準が、令和6年4月1日以後支出から、1人当たり1万円以下（現行：5千円）に引き上げ

交際費課税の特例措置の拡充・延長

・少額減価償却資産（30万円未満）の損金算入の特例について、適用期限を2年間延長 （R8.3.31まで）

・中小企業者等の少額減価償却資産の特例の適用対象から除外される法人が追加
少額減価償却資産の特例の延長

・中小企業倒産防止掛金の損金算入の特例につき、令和6年10月1日以後に中小企業倒産防止掛金の解除があった後に、
同契約を再契約した場合、その解除の日から2年を経過する日までに支出する掛金は、損金算入できない （R6.10.1～）

中小企業倒産防止掛金の

損金算入の特例の見直し

・減資による外形標準課税逃れの対応策として、外形標準課税の適用対象法人の範囲を拡大 （R7.4.1～）
・100％子法人等の外形標準課税逃れの対応策として、外形標準課税の適用対象法人の範囲を拡大 （R8.4.1～）

外形標準課税の対象法人の見直し

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

令和４年事務年度 相続税申告・調査事績①

（１） 相続税申告実績

国税庁 公表資料

（R4.7～R5.6）

Ｈ27事務年度Ｈ26事務年度項目

129.0万人127.3万人①死亡者数

103,043人56,239人②相続申告件数

8.0％4.4％③課税割合 （②／①）

233,555人133,310人④相続人数

14兆5,554億円11兆4,766億円⑤課税価格

1兆8,116億円1兆3,908億円⑥相続税額

1億4,126万円2億 407万円課税価格⑦被相続人

１人当たり 1,758万円2,473万円相続税額

（２） 相続税の調査事績

Ｈ27事務年度Ｈ26事務年度項目

11,935件12,406件①実地調査件数

9,761件10,151件②申告漏れ等の非違件数

81.8％81.8％③非違割合 （②／①）

1,250件1,258件④重加算税 賦課件数

12.8％12.4％⑤重加算税 賦課割合

3,004億円3,296億円⑥申告漏れ 課税価格

458億円583億円⑦上記 追徴税額

2,517万円2,657万円申告もれ価格⑧実地調査

１件当たり 489万円540万円追徴税

【出典：国税庁 相続税申告実績の概要】

【出典：国税庁 相続税の調査等の状況】

【H27税制改正】
3,000万円＋600万円×法定相続人の数

①高齢者増加
②土地の地価上昇
③預金・有価証券の増加

【参考】

実調率
10.7％

実調率
9.2％

前年対比令和4年度令和3年度令和2年度令和1年度

109.0％156.9万人143.9万人137.2万人138.1万人

112.4％150,858人134,275人120,372人115,267人

0.5％9.6％9.3％8.8％8.3％

112.0％329,444人294,058人264,455人254,517人

11１.3％20兆6,840億円18兆5,774億円16兆3,937億円15兆7,843億円

114.6％2兆7,989億円2兆4,421億円2兆 915億円1兆9,754億円

99.１％1億3,711万円1億3,835万円1億3,619万円1億3,694万円

102.0％1,855万円1,819万円1,737万円1,714万円

前年対比令和４年度令和3年度令和2年度令和1年度

129.7％8,196件6,317件5,106件10,635件

127.2％7,036件5,532件4,475件9,072件

▲1.7％85.3％87.6％87.6％85.3％

121.6％1,043件858件719件1,541件

▲0.7％14.8％15.5％16.1％17.0％

117..9％2,630億円2,230億円1,785億円3,048億円

114.2％388億円340億円319億円587億円

90.9％3,209万円3,530万円3,496万円2,866万円

92.1％816万円886万円943万円641万円
調査厳しい

大幅増

増加傾向

無断複写・転送を禁じます
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（３）申告漏れ相続財産の内訳

① 第１位 現金・預貯金 815億円 （現金・名義預金など）

② 第２位 土地 336億円 （先祖名義・海外財産・評価ミス）

③ 第３位 有価証券 309億円 （名義株・自己株・海外運用など）
※その他の漏れ多い （貸付金・地金・未収退職金・生命保険契約に関する権利・貴金属）

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.
（国税庁 HP 相続税の調査等の状況より抜粋）

【参考】
国税庁 公表資料

（R4.7～R5.6）

（申告漏れ相続財産の内訳 図１）

現預金
申告もれ 大幅減少

ガラス張りに

無断複写・転送を禁じます

［家計における現金・預金の推移］

2015年12月 910兆円
2016年12月 945兆円
2017年12月 970兆円
2018年12月 985兆円
2019年12月 1,007兆円
2020年12月 1,057兆円
2021年12月 1,092兆円
2022年12月 1,116兆円

［家計における現金の推移］

2015年12月 83兆円
2016年12月 87兆円
2017年12月 92兆円
2018年12月 94兆円
2019年12月 96兆円
2020年12月 101兆円
2021年12月 107兆円
2022年12月 110兆円

【日銀 資金循環統計より】

令和４年事務年度 相続税申告・調査事績②
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

所得税・個人住民税の定額減税

制度の概要

① デフレ脱却の一時的な措置として、令和6年度の所得税・住民税の減税を行う

② 納税者本人と配偶者を含めた扶養家族1人につき、令和6年分の所得税3万円、住民税1万円の定額減税

定額減税の実施内容項目

令和6年度の合計所得金額が1,805万円以下

（給与所得の場合は、収入金額2,000万円以下）
所得制限

本人： 3万円

同一生計配偶者（※3）及び扶養親族（※3）： 1人につき3万円
所得税

特別控除の額
本人： 1万円

控除対象配偶者（※4）及び扶養親族（※5）： 1人につき1万円
住民税

所得税①

2024年（令和6年）6月1日以降の給料・年金等～

① 納税者及び配偶者を含めた扶養親族1人につき、所得税・住民税合わせて4万円の減税となる

② 株式や不動産の譲渡所得や退職所得などで、合計所得金額が増えると減税が受けられなくなる

③ 前年の合計所得金額が1,000万円を超える住民税の納税義務者の配偶者分の特別控除の額（1万円）は、
令和7年分の住民税の所得割の額から控除される

④ 交付金（給付金）の対象にならず、定額減税の恩恵を十分受けられない所得層への対応策が検討中

実務上の留意事項

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）内容

【所得税】 居住者（※1）の令和6年分の所得税額から、特別控除の額を控除する （その者の所得税額が上限）

【住民税】 納税義務者（※2）の令和6年分の所得割の額から、特別控除の額を控除する（その者の所得割の額が上限）

（※1） 国内に住所を有し、又は、現在まで引き続いて1年以上居所を有する個人

（※2） 国内に住所を有する者

（※3） 居住者の配偶者・親族等で、その居住者と生計を一にするもののうち、合計所得金額が48万円以下である居住者

（※4） 前年の合計所得金額が1,000万円以下である住民税の納税義務者の配偶者で、その納税義務者を生計を一に

するもののうち、前年の合計所得金額が48万円以下である者（国外居住者を除く）

（※5） 住民税の納税義務者の親族等で、その納税義務者を生計を一にするもののうち、その前年の合計所得金額が

48万円以下である者（国外居住者を除く）

①デフレ脱却の一時的措置
②所得税・住民税合わせて1人4万円減税
③給料・年金・事業所得者毎に減税実施
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

給与所得者の定額減税

制度の概要

給与収入（賞与含む）について、源泉徴収義務者の事務負担を配慮し、給与支払者の6月の源泉徴収税額から減税実施

①デフレ脱却の一時的措置
②所得税・住民税合わせて1人4万円減税
③給料・年金・事業所得者毎に減税実施所得税①

2024年（令和6年）6月以降の給料・賞与支給～

① 給料支払者は、6月の給料・賞与支給からの対応になるため、給料システム改修等の準備が必要となる

② 減税開始に、実務上利用可能な扶養親族等の情報に基づき、源泉徴収税額から控除する金額を決定

③ 年末調整時、扶養控除等の変動により特別控除の額が変わる場合、年末調整（確定申告）で調整する必要がある

実務上の留意事項

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

❶ 減税開始前に、実務上利用可能な扶養親族等の情報に基づき、源泉徴収税額から控除する金額を決定

❷ 年末までに扶養親族等の所得に変動等があった場合は、年末調整で調整する

源泉徴収
税額

源泉徴収
税額

源泉徴収
税額

源泉徴収
税額

源泉徴収
税額

令和6年6月 7月 8月 9月 12月

控除

6月に控除しきれなかった額は、7月以降順次控除

・・・・

令和6年6月 7月 8月 9月 令和7年4月

減税後の年税額を令和6年7月～令和7年5月の11ケ月で徴収

5月

特別徴収
税額

控除

6月分は
特別徴収なし

特別徴収
税額

控除

特別徴収
税額

控除

・・・・ 特別徴収
税額

控除

特別徴収
税額

控除
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

公的年金受給者の定額減税

制度の概要

日本年金機構等が支払う公的年金（老齢年金）について、原則として6月以降の支給分に係る源泉徴収税額から減税実施

①デフレ脱却の一時的措置
②所得税・住民税合わせて1人4万円減税
③給料・年金・事業所得者毎に減税実施所得税①

2024年（令和6年）6月以降の年金支給～

① 日本年金機構等に提出された令和6年分の扶養控除等申告書に基づき、特別控除の額が決定される

② 年末時点で、扶養控除等の変動により特別控除の額が変わる場合、確定申告で調整する必要がある

実務上の留意事項

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

❶ 年末までに扶養親族等の所得に変動等があった場合は、確定申告で調整する

源泉徴収税額 源泉徴収税額 源泉徴収税額

源泉徴収税額

令和6年6月 8月 12月

控除

6月に控除しきれなかった額は、8月以降順次控除

10月に控除しきれなかった額は
12月以降で順次控除

10月

令和6年6月 8月 12月10月

特別徴収税額

控除
特別徴収税額特別徴収税額 特別徴収税額 ・・・・

・・・・
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

事業所得者等の定額減税

制度の概要

① 事業所得者等については、原則として確定申告の機会に定額減税が実施される

② 予定納税の対象者については、予定納税の機会を通じて定額減税が実施される

①デフレ脱却の一時的措置
②所得税・住民税合わせて1人4万円減税
③給料・年金・事業所得者毎に減税実施所得税①

2024年（令和6年）7月以降の予定納税～

① 予定納税対象者数は、約141万人 （7月予定納税時に特別控除の額が決定される）

② 確定申告時点で、扶養控除等の情報により、特別控除の額を控除（予定納税済みの額を差し引いて納付）

実務上の留意事項

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

予定納税額

予定納税額

第1期
令和6年7月

確定申告期
令和7年2月～3月

控除

第1期分で控除しきれなかった額は
第2期分から控除（※1）

第2期
11月

普通徴収税額 普通徴収税額 普通徴収税額

（※1）令和6年分の確定申告において、
所得税額から特別控除の額を控除
（予定納税済みの額を差し引いて納付）

第1期
令和6年6月

第2期
8月

第3期
10月

普通徴収税額

控除

第4期
令和7年1月

第1期分から控除しきれなかった額は、第2期分以降から順次控除
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

子育て世帯等の住宅ローン控除の拡充 【先行】

制度の概要

①子育て世帯等が認定住宅等を取得した場合、縮小予定の住宅ローン控除の借入金限度額が令和6年に限り維持される

②子育て世帯等について、新築住宅の床面積要件が40㎡に緩和される （合計所得が1,000万円以下の者に限る）

所得税②

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）住宅ローン減税特例

令和7年入居
令和6年入居

令和4年・令和5年入居
左記以外子育て特例対象個人

4,500万円4,500万円5,000万円5,000万円認定住宅 ※1新
築
・
買
取
再
販

借
入
金
限
度
額

3,500万円3,500万円4,500万円4,500万円ＺＥＨ水準省エネ住宅

3,000万円3,000万円4,000万円4,000万円省エネ基準適合住宅

0円
（令和5年までに建築確認）

0円
（令和5年までに建築確認）

0円
（令和5年までに建築確認）

3,000万円一般住宅

3,000万円
認定住宅 ・ＺＥＨ水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅中
古

2,000万円一般住宅

0.7％控除率

13年（一般住宅10年）13年新築・買取再販
控除期間

10年中古

2,000万円以下所得要件

50㎡ （新築は40㎡・所得1,000万円以下）

令和6年（現行は令和5年）まで建築確認受けた新築住宅は40㎡以上）
床面積基準

現状維持

※「子育て特例対象個人」とは、夫婦いずれかが40歳未満の者又は19歳未満の扶養親族を有する者

① 現下の急激な住宅価格の上昇を踏まえ、令和6年限りの措置として先行的に対応

② 子育て特例対象個人であっても、中古物件を取得した場合には、借入限度額の上乗せはない

③ 床面積要件は、子育て特例対象個人以外にも適用がある

実務上の留意事項

【令和7年度税制改正】
令和6年度と同様の方向性で検討

2024年（令和6年）4月1日～12月31日まで
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子育て世帯等のリフォーム減税の拡充 【先行】

制度の概要

① 既存住宅のリフォーム減税に、子育て世帯等が行う一定の子育て対応改修工事が追加される

（②は、令和6年4月1日～令和6年12月31日までの間に供した場合に限る）

② 従来の既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・耐久性向上リフォームに係る特例措置を2年間延長

所得税③

① 現下の急激な住宅価格の上昇を踏まえ、令和6年限りの措置として先行的に対応

② 子育て世帯の住居環境改善のため、子どもの事故防止、対面キッチン、防音設備などが対象となる

③ 子育て特例対象個人の年齢の判定は、大綱に記載がないが、その年の12月31日現在の年齢で判断されると想定される

実務上の留意事項

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）子育て世帯のリフォーム減税

※「子育て特例対象個人」とは、夫婦いずれかが40歳未満の者又は19歳未満の扶養親族を有する者

2024年（令和6年）4月1日～12月31日まで

【令和6年度 国土交通省 税制改正概要より抜粋】

適用時期
最大控除額
（対象工事）

対象工事
限度額

対象工事

令和7年12月31日まで

2年間延長

50万円
（60万円）

500万円
（600万円）

耐久性向上
(＋耐震＋省エネ)長期優良

住宅化

25万円
（35万円）

250万円
（350万円）

耐久性向上
(＋耐震 or ＋省エネ)

省エネ

25万円250万円
耐震

三世代同居

20万円200万円バリアフリー

令和6年4月1日
～令和6年12月31日

25万円250万円子育て 【追加】

※1 カッコ内の金額は、太陽光発電設備を設置する場合

※2 対象工事の限度額超過額とその他増改築工事についても一定範囲まで5％減税
【令和7年度税制改正】

令和6年度と同様の方向性で検討
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

扶養控除等の見直し 【先送り】

制度の概要

① 高校生の扶養控除の縮小（案）
高校性への児童手当の支給に伴い、❶控除がない中学生までの取り扱い ❷上乗せがある大学生の控除
とのバランス等を踏まえ、高校生の扶養控除を、所得税25万円（現行38万円）、住民税12万円（現行33万円）
に縮小の方向性が検討され、令和7年度税制改正で結論を得ることとされる

② ひとり親控除の拡充（案）

❶親の所得要件を合計所得金額1,000万円以下（現行500万円）に緩和
❷ひとり親控除額を所得税38万円（現行35万円）、住民税33万円（現行30万円）へ拡充する方向性で検討され、
令和7年度税制改正で結論を得ることとされる

所得税④

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）高校生の扶養控除の縮小

2026年（令和8年）1月1日～の予定

（２）ひとり親控除の拡充

参考
住民税所得税

区分年齢
改正後現行改正後現行

児童手当【拡充】対象外対象外年少扶養親族
16歳未満

（中学校以下）

高校無償化（一部）
児童手当【拡充】

12万円33万円25万円38万円一般の扶養親族
16歳以上19歳未満

（高校生相当）

なし
45万円

（33万円＋上乗せ12万円）
63万円

（38万円＋上乗せ25万円）
特定扶養親族

19歳以上23歳未満

（大学生相当）

改正後現行項目

合計所得金額 1,000万円以下合計所得金額 500万円以下適用対象

所得税 38万円
住民税 33万円

所得税 35万円
住民税 30万円控除額

【検討❶】
児童手当支給に伴い、
16歳未満とのバランス
⇒ 38万円控除の廃止

【検討❷】
高校生も教育費等がかさむ時期
高校無償化の際に廃止した
⇒ 上乗せ25万円部分の復活

【検討❸】
高校生の間、新たに支給される児童手当
と合わせて手取りがプラスになるよう設計

【検討❹】
・ひとり親の自立支援進める ⇒ 所得要件緩和
・子育ての負担状況踏まえ ⇒ 控除額引上げ

①R7年税制改正にて方向性検討
②R6.10～児童手当鶴寿に合わせて
③子育て税制見直し R8より適用予定
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

生命保険料控除の拡充 【先送り】

制度の概要

① 子育て世帯への遺族補償の備えを強化するため、生命保険料控除の拡充が以下の方向性

② 23歳未満の扶養親族がいる場合、所得税において新生命保険料にかかる一般生命保険料控除の適用限度額を
6万円（現行：4万円）に引き上げる 令和7年度税制改正にて結論を得る
（ただし、一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料の合計適用限度額は、現行の12万円から変更なし）

③ 一時払生命保険料は、生命保険保険料の適用対象から除外される

所得税⑤

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）子育て世帯の生命保険料控除の限度額の改正案

2026年（令和8年）1月1日～の予定

新契約 （平成24年～）

旧契約

（～平成23年）
改正後

現行 左記以外
（現行と変更なし）

23歳未満の

扶養親族いる場合

4万円6万円4万円5万円一般生命保険料

4万円4万円4万円ー介護医療生命保険料

4万円4万円4万円5万円個人年金保険料

計12万円計12万円計12万円計10万円全体の限度額

①R7年税制改正にて方向性検討
②R6.10～児童手当鶴寿に合わせて
③子育て税制見直し R8より適用予定

① 税制改正大綱には、住民税の生命保険料控除の記載はないが、おそらく同様の引き上げ措置がされる

② 税制改正大綱には、「適用時期」の記載はないため、令和7年度税制改正で検討され結論を得る

③ 一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料の合計適用限度額については、現行の12万円から変更
がされないため、既に限度額に達している者は本改正に影響額がない

実務上の留意事項

合計適用限度額は変更なし
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ストックオプション税制の拡充

① スタートアップ企業の資金面・人材面での課題を税制面から後押しすることを目的として、税制適格ストックオプション
の利便性の向上や権利行使価額の上限額の引き上げなど要件の緩和が実施される

制度の概要

所得税⑥
Ｒ6年度
税制改正

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】

改正予定日、税制改正大綱に明示なし

非上場会社（スタートアップ企業等）も適用可能に

付与上限も拡大 早期の権利行使も可能
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個人所得課税に関するその他の改正事項所得税⑦

（３）国民健康保険税の課税限度額の引き上げ、減額対象所得基準の見直し

① 後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を24万円（現行：22万円）に引き上げる

② 国民健康保険税の減額対象となる所得基準を以下の通り引き上げる

❶ 5割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得 ： 被保険者等の数×29.5万円 （現行：29万円）

❷ 2割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得 ： 被保険者等の数×54.5万円 （現行：53.5万円）

制度の概要 改正予定日、税制改正大綱に明示なし

Ｒ6年度
税制改正

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

（１）エンジェル税制

① 特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等、譲渡損失の繰越控除等について、特定株式の取得に
要した金額に新株予約権の取得を追加、及び一定の信託を取得した場合を追加

② 特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例について、国家戦略特別区域法、地域再生法に規定
する特定地域再生事業を行う株式会社について、①株式の発行期限を2年延長 ②申請書へ一定の書類の添付不要とする

制度の概要 改正予定日、税制改正大綱に明示なし

（２）ＮＩＳＡの利便性の向上

① 金融機関変更に伴う通知書について、書面の交付・添付に代えて、電磁的方法により当該通知書に記載すべき事項の
提供等ができることとする

② 非課税口座内上場株式等について与えられた新株予約権の行使等で金銭の払込みをして取得した上場株式等について
一定の要件を満たす場合に限り、特定非課税管理勘定に受け入れることができるなど、利便性向上に繋がるよう改正される

制度の概要 改正予定日、税制改正大綱に明示なし
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

住宅取得等資金の贈与税非課税措置の見直し・延長

制度の概要

① 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置について、適用期限が3年間延長される

② 省エネ等住宅（省エネ・耐震・バリアフリー基準のいずれかに適合する家屋）のうち、省エネルギー基準について、
新築家屋につき、以下の見直しがされる

資産税①

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）省エネ等住宅の家屋の要件変更

① 特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税制度の特例も、3年間延長

実務上の留意事項

2024年（令和6年）1月1日～2026（令和8年）12月31日までの3年間

改正後現行項目

R6.1.1～R8.12.31R4.1.1～R5.12.31適用期間

1,000万円省エネ等住宅 ※1
非課税限度額

500万円その他一般住宅

合計所得金額 2,000万円以下所得要件
受贈者

18歳以上年齢要件

「断熱等性能等級5以上」 又は

「一次エネルギー消費量等級6以上」 ※2

「断熱等性能等級4以上」 又は

「一次エネルギー消費量等級4以上」
省エネルギー基準

省エネ等住宅 ※1
「耐震等級2以上」 又は 「免振構築構築物」耐震基準

高齢者等配慮対策等級（専用部分）3以上バリアフリー基準

※1 省エネ等住宅とは、省エネ基準・耐震基準・バリアフリー基準のいずれかに適合する家屋で、住宅性能証明書など一定の証明がされたもの

※2 令和5年末までに建築確認を受けた住宅又は令和6年6月30日までに建築された住宅は、
現行と同じ「断熱等性能等級4以上」 又は 「一次エネルギー消費量等級4以上」の現行基準で、省エネ住宅等の判定される
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既存住宅のリフォーム減税の延長・見直し

（１）既存住宅のリフォーム減税

① 既存の住宅リフォーム等（耐震・バリアフリー・省エネ・三世帯同居・長期優良住宅）に係る特例措置について、
適用期限を令和7年12月31日まで2年間延長する

② リフォーム減税の対象となる「省エネ改修工事」のうち、「エアコンの省エネルギー基準達成率」を、107％以上
（現行：114％以上）に変更する

③ リフォーム減税の適用対象者の合計所得金額要件を、2,000万円以下（現行3,000万円以下）に引き下げる

制度の概要 2024年（令和6年）1月1日～2025年（令和7年）12月31日まで2年間延長

適用対象者
合計所得要件

最大控除額
（必須＋その他）

その他工事必須工事

控除率
対象工事
限度額

対象工事控除率
対象工事
限度額

対象工事

所得要件なし62.5万円

5％

必須工事に係る

標準的な費用相当額

と同額までの金額

（※必須工事と合わせ

合計1,000万円限度）

・必須工事の対象

工事限度額超過分

＋

・その他のリフォーム

10％

250万円耐震改修 ※1

2,000万円以下

（現行）

（3,000万円以下）

60万円200万円バリアフリー改修

62.5万円

（67.5万円）

250万円

（350万円）
省エネ改修

62.5万円250万円三世代同居改修

75万円

（80万円）

500万円

（600万円）

耐久性向上
（＋耐震＋省エネ）長期優良

住宅化 62.5万円

（67.5万円）

250万円

（350万円）
耐久性向上

（＋耐震 or ＋省エネ）

※ （）書きは、太陽光発電を設置する場合の限度額となる

※１ S56.5.31以前（旧耐震基準）に建築された建物のみ対象となる

資産税②
Ｒ6年度
税制改正

① 子育て対応改修工事に係る標準的な工事費用相当額がいくらになるかは、大綱に明記ないため、今後明らかにされる

② 一定の子育て改修工事を行った際にも、その他工事に関する控除率5％の制度は適用されるのか、大綱に明記がなく
今後明らかにされる

実務上の留意事項

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

事業承継税制 特例承継計画等の提出期限の延長

制度の概要

① コロナの影響の長期化や物価高騰等の急激な経営環境の変化により事業承継の検討が遅れている状況

② 事業承継税制の「特例承継計画の提出期限」を、法人版・個人版とも、令和8年3月31日まで2年延長される

資産税③

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正

（１）特例承継計画等の提出期限の延長

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】

R8.3.31まで2年延長 R8.3.31まで2年延長

極めて異例の時限措置のため、
適用期限は延長しない【大綱に明記】

① 適用期限は、法人版は2027年（令和9年）12月31日、個人版は2028年（令和10年）12月31日については、、今後も
延長されない見込みのため、本制度を受ける可能性がある場合は、早めに事業承継計画の策定に着手したほうがよい

実務上の留意事項

2024年（令和6年）4月1日～2026（令和8年）3月31日までの2年間
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

（参考資料）

無断複写・転送を禁じます

Ｒ6年度
税制改正 事業承継税制の活用状況

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】

【令和6年度 税制改正大綱 抜粋】

この特例措置は、日本経済の基盤である中小企業の円滑な世代交代を

通じた生産性向上が待ったなしの課題であるために事業承継を集中的に

進める観点の下、贈与・相続時の税負担が生じない制度とするなど、

極めて異例の時限措置としていることを踏まえ、令和9年12 月末までの

適用期限については今後とも延長を行わない

事業承継を検討している中小企業経営者及び個人事業者の方々には、

適用期限が到来することを見据え、早期に事業承継に取り組むこと及び

政府・関係団体には、目的達成のため一層の支援体制の構築を図ること

を強く期待する
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化

制度の概要

① 「資産所得倍増プラン」の実現に向け、「貯蓄から投資へ」の流れを加速するため、ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化を行う

② 令和6年1月以降、ＮＩＳＡ制度は恒久化し、非課税保有期間が無期限となります

③ 「つみたてＮＩＳＡ」⇒『つみたて投資枠』へ、 「一般ＮＩＳＡ」⇒『成長投資枠』へ変わり、年間投資上限額など拡充します

①岸田政策の目玉「資産所得倍増」
②「貯蓄から投資へ」 積極転換
③ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化へ

Ｒ５年度
税制改正

ジュニアＮＩＳＡ
（2016創設）

一般ＮＩＳＡ
（2014創設）

つみたてＮＩＳＡ
（2018創設）

18歳以上対象年齢

80万円120万円40万円年間投資上限

5年間5年間20年間非課税保有期間

400万円600万円800万円
生涯

非課税限度額

2023年2028年2042年口座開設期間

上場株式・ＥＴＦ
ＲＥＩＴ・株式投信

上場株式・ＥＴＦ
ＲＥＩＴ・株式投信

長期積立・分散投資
に適した株式投信

投資対象商品

不可売却枠の再投資

令和5年で終了（※3）

※1 生涯非課税限度額は、取得対価の額の合計額で判定 口座内で売却を行った場合、再投資（枠の再利用）が可能になります

所得税①

2024年（令和6年）1月1日以降

【現行ＮＩＳＡ制度の概要】

選択制

成長投資枠つみたて投資枠

18歳以上

240万円120万円

無期限化

1,800万円 ※1.2
（成長投資枠は1,200万円が限度）

恒久化

上場株式・ＥＴＦ

ＲＥＩＴ・株式投信

長期積立・分散投資

に適した株式投信

可能

【新・ＮＩＳＡ】

併用可
（最大360万円）

①2023年（令和5年）末までに改正前の「一般ＮＩＳＡ」及び「つみたてＮＩＳＡ」において投資した商品は、新・ＮＩＳＡの生涯非課税
限度額には含まれず、現行制度の取扱いが継続される

②ＮＩＳＡ口座内で損失が発生した場合には、その損失はないものとされる （他口座と損益通算不可）

③購入前時点での生涯投資額の合計額と、生涯非課税限度額1,800万円との差額を上回る金額の商品を新たに購入する場合
には、新・ＮＩＳＡ口座でなく通常の課税口座で受け入れられることなる

実務上の留意事項

※2 つみたて投資枠の設定をすることが、成長投資枠の勘定を設ける条件となっています

※3 令和5年までジュニアNISAにて投資した商品は、5年間の非課税保有期間が終了しても所定の手続きをとれば、18歳まで非課税措置が受けられる

無断複写・転送を禁じます
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空き家に係る譲渡所得の特別控除の延長・見直し

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

① 空き家の発生の抑制を図るため、空き家の譲渡所得の3,000万円控除の特例について、その適用期限を4年間延長する

② 【減税】 買主が、譲渡の日の属する年の翌年2月15日までに耐震改修工事や除却工事を実施する場合も適用対象とする

③ 【増税】 被相続人居住用家屋等を取得した相続人の数が3人以上である場合、特別控除額を2,000万円とする

制度の概要 【2024年（令和6年）1月1日～2027年（令和9年）12月31日まで 4年間延長】

① 従来は譲渡前に相続人が耐震改修や除却をしなければならなったが、譲渡後に買主が除却しても適用可能になる

② 売買契約書や被相続人居住用家屋等証明書・添付資料等の要件の詳細も確認する必要がある

実務上の留意事項

（１）耐震要件・除却工事要件の緩和

被相続人居住用家屋等を取得した相続人の数が3人以上である場合すにおける特別控除額を、
相続人1人当たり2,000万円（現行3,000万円）とする

Ｒ５年度
税制改正 所得税②

【国交省住宅局 令和5年度税制改正資料より】

売買契約等に基づき、買主が譲渡の日の属する年の翌年2月15日までに、耐震改修又は除却工事を
行った場合、工事の実施が譲渡後であっても適用対象とする

（２）特別控除の課税強化 【2024年（令和6年）1月1日以後の譲渡～】

空き家問題 現在349万戸⇒R12には470万戸へ増加

無断複写・転送を禁じます

S56.5.3１以前に建築

S56.5.3１以前に建築

1億円以下

1億円以下
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事業用資産の買換特例の延長・見直し

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

① 事業用資産の買換え特例につき、以下の見直しをした上で、その適用期限を3年間延長する

② 既成市街地等の内⇒外への買換え特例（1号）について、23年(令和5年）12月31日をもって廃止する

③ 長期所有（10年超）の土地建物等⇒国内の土地建物等への買換え（4号）について、本社移転の場合の圧縮率を見直しする

④ 先行取得の場合、次の事項を記載した届出書を提出することを適用要件に加える

制度の概要

① 先行取得の場合、買換え事業年度中に提出期限が到来するケースも多く見込まれ、十分な事前検討が必要

② 4号の買換え割合の課税繰延割合の見直しは、個人の不動産貸付業はほぼ影響ない

実務上の留意事項

（１）長期保有土地等の買換え特例（4号）の圧縮率の見直し

Ｒ５年度
税制改正 所得税➂

（法人税も同様）

（２）先行取得等の場合の届出書の適用要件の追加

【国土交通省 R5年度 税制改正の概要より抜粋】

【個人】 2023年（令和5年）4月1日～2026年（令和8年）3月31日まで 3年間延長

その他
※改正なし

本社の移転
区分

改正後現行

80％
90％

80％
東京23区⇒外

80％原則

75％75％75％外⇒三大都市圏等

70％60％70％外⇒東京23区

【課税繰延割合】

提出期限記載内容

譲渡資産を譲渡した日又は買換資産を取得した日のいづれか早い日の属する

3月期間（※1）の末日の翌日以後 2月以内

（※1）3月期間・・その事業開始をその開始の日以後3ケ月ごとに区分した各期間

❶本特例の適用を受ける旨

❷適用を受けようする措置の別

❸取得予定資産又は譲渡予定資産の種類等

【個人】 2024年（令和6年）4月1日以後の譲渡～

無断複写・転送を禁じます



【譲渡資産】 【買換資産】

譲渡益

取得費

譲渡価額 取得価額

買換資産

課税繰延

20％

80％

課税

1,520万円 繰延
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（１）事業用資産の買換え（どこでも買換え）特例の延長 （法人税・所得税）

〇国内の事業用の土地・建物

〇所有期間 10年超

収益性の悪い土地等

（立地悪い農地・ガレージ）

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

長期保有（10年超）の土地等を譲渡し、新たに事業用資産（買換資産）を取得した場合、
譲渡した譲渡益についての課税の繰延べ（80％）措置を、要件を見直した上で、R8.3.31まで延長する

国内の事業用の土地・建物等
（土地は、300㎡以上のものに限る

（土地は一定の構築物等ある場合に限る）

利益を生む不動産へ

（収益物件・アパートなど）

事業用資産の買換え特例のイメージ

不良資産を売却
（金食い虫の除去）

将来の安定収入へ
（嬉しい財産へ）

【参考】

3年間延長

【事業用資産の買換え特例のイメージ】

金融

機関

借入金でも可

（１億円）

（▲500万円）

（9,500万円）

譲渡税1,900万円
（20％）

（１億円）

380万円 納付
（2420万円）
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

生前贈与加算の加算期間の延長①

制度の概要

① 暦年課税の生前贈与加算について、加算対象期間が、現行の3年以内から7年以内へ段階的に延長される

② 延長した4年間（相続開始前3年超7年未満）に受けた贈与については、合計100万円まで相続財産に加算しない

③ 上記改正は、令和6年1月1日以後の贈与より取得する財産にかかる相続税について適用される

①若年層への資産移転促す
②精算課税に少額非課税措置導入
③生前贈与加算期間を7年間へ
④教育・結婚・子育贈与は2年延長

Ｒ５年度
税制改正 資産課税②

2024年（令和6年）1月1日以降の贈与～

① 相続開始が2027年(令和9年)1月以後、加算期間は順次延長し、加算期間が7年となるのは2031年(令和13年)1月以後となる

② 令和5年12月31日までの贈与は、現行の生前贈与の加算期間が3年のままなので、令和5年中に駆け込み贈与が予想される

③ 加算期間の延長により、早期に生前贈与を行い、財産を次世代に移転することが重要となる （相続間際の節税は難しい）

④ 加算期間の延長により、これまで以上に贈与を受けた記録管理が必要となる
（相続税の税務調査時も、税務署より7年間の贈与の調査は厳しくなると思われる）

実務上の留意事項

【改正前】

相
続
財
産

相続開始相続前
3年以内

網掛け部分が相続加算対象

①延長4年間の贈与
（加算対象期間7年へ）

相
続
財
産

相続開始相続前
3年以内

網掛け部分が相続加算対象

❷合計100万円まで加算なし

【改正後のイメージ】

（１）生前贈与加算 改正のイメージ

無断複写・転送を禁じます
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

相続時精算課税制度の見直し

制度の概要

① 相続時精算課税の選択後の贈与につき、現行の基礎控除とは別に、毎年110万円の基礎控除を控除できる

② 特定贈与者の死亡により相続税の課税価格に加算される金額は、上記の控除後の残額となる 【減税】

③ 受贈した土地・建物が災害により被害を受けた場合は、相続時に加算する金額は、被害部分相当額を控除する 【減税】

④ 上記改正は、令和6年1月1日以後の贈与より取得する財産にかかる相続税又は贈与税に適用される

①若年層への資産移転促す
②精算課税に少額非課税措置導入
③生前贈与加算期間を7年間へ
④教育・結婚・子育贈与は2年延長

Ｒ５年度
税制改正 資産課税①

2024年（令和6年）1月1日以降の贈与～

① 例えば、父から相続時精算課税、母から暦年課税にすることで、受贈者側で毎年220万円の控除が可能になる

② 暦年課税の場合は、加算期間内（改正後7年間）であれば、年110万円以下の贈与であっても相続財産に加算されるが、
相続時精算課税制度の場合、年間110万円以下の贈与なら相続財産に加算されない （この点は相続時精算課税が有利）

③ 複数の特定贈与者から贈与を受けた場合は、基礎控除110万円をそれぞれの贈与額で按分する
（相続時精算課税制度を、父・母の両方受けている場合は、それぞれの贈与額で基礎控除110万円を按分する）

実務上の留意事項

相続財産

相続

①毎年110万円基礎控除 （暦年贈与の基礎控除とは別途措置）

暦年課税時の贈与 相続時精算課税選択後の贈与

に相続税を一体的に課税

相続時精算課税選択

②相続時の
加算も不要

③受贈した土地建物が災害
により被害を受けた場合
相続時に被害部分を控除

①110万円以下
申告不要

【相続時精算課税制度の改正のイメージ】

無断複写・転送を禁じます



25
ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

改正後の贈与税の基礎控除

制度の概要

① 相続時精算課税で受けた贈与ついては、暦年贈与の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控除110万円を控除できる

①若年層への資産移転促す
②精算課税に少額非課税措置導入
③生前贈与加算期間を7年間へ
④教育・結婚・子育贈与は2年延長

Ｒ５年度
税制改正 資産課税①

2024年（令和6年）1月1日以降の贈与～

無断複写・転送を禁じます

暦年課税における
基礎控除

祖父 祖母

父 母

受贈者

①暦年贈与

②暦年贈与

・ ①と②で合わせて基礎控除110万円

※ 暦年課税は変更なし

相続時精算課税における
基礎控除の創設

祖父 祖母

父 母

受贈者

①暦年贈与

②暦年贈与

・ ①と②で合わせて基礎控除110万円

※ 複数の特定贈与者から贈与を受けた場合は、
基礎控除110万円をそれぞれの贈与額に応じ、
按分する

③相続時精算
課税贈与

④相続時精算
課税贈与

・ ③と④で合わせて基礎控除110万円
（贈与額で按分）

【自民党税制調査会資料を参考に作成】
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

相続時精算課税制度と暦年課税制度との比較Ｒ５年度
税制改正

無断複写・転送を禁じます

相続時精算課税制度 暦年課税制度

(贈与者）

60歳以上
父母・祖父母

（受贈者）

18歳以上
子・孫・ひ孫

(贈与者）

誰でも可

（受贈者）

誰でも可

●生涯で特別控除額 2,500万円
（毎年110万円基礎控除創設 (R6.1.1以降の贈与～））

●2,500万円超える部分 一律20％贈与税

●毎年 基礎控除 110万円

●110万円超える部分 10％～55％の累進税率

選択制

（相続時精算課税を一度選ぶと、暦年贈与へは戻れない）

相 続 発 生

R5税制改正

適用後の贈与財産を全て相続財産に加算

（毎年110万円基礎控除内の贈与は加算不要）R5税制改正

相続開始前7年以内の贈与財産を相続財産に加算

（R9.1.1以降の相続から段階的に3年から7年へ延長）

R5税制改正

贈与時
課税価格で加算

既に支払った贈与税があれば控除 既に支払った7年以内の贈与税があれば控除

納 税 完 了

❶将来値上がりが確実な財産を贈与 （値上がり確実な自社株、収用予定の土地等）

❷収益を生む財産を贈与 （アパート・テナント等の収益不動産（建物））

❸評価引下げ後に贈与 （自宅やアパートなどへ変えてから贈与）

有利な生前贈与活用のポイント

将来の相続発生時の相続評価をコントロールできる

値上がり益は加算されない

収益（お金）は加算されない

引下げ効果を確定できる
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タワマンの相続税評価の見直し①

2024年（令和6年）１月1日以降の相続・贈与～

① マンションについては、市場での売買価格と通達に基づく相続税評価額とが大きく乖離しているケースが多く見られる

② 現状を放置すれば、マンションの相続税評価額が個別に判断されることがあり、納税者の予見可能性を確保する必要がある
（R4.4.19最高裁判例等）

③ 相続税におけるマンションの評価方法について、相続税法の時価主義の下、市場価格との乖離を踏まえ、適正化を検討する

制度の概要

（１）見直しの対象となるマンションとは？

「区分所有権が存ずる家屋で居住の用に供する専用部分があるもの」をいう （区分所有登記がされたマンションの一室）

❶ 区分所有登記がされていないマンション や 事業用の区分所有ビル等 ⇒ 対象外

❷ また、居住用の区分所有マンションであっても、以下は見直しの対象となるマンションから除かれる

□ 地階を除く階数が2以下のもの （2階建て以下の低層マンション）

□ 居住用に供する専有部分一室の数が3以下であって、その全てを当該区分所有者又は親族の居住用に供するもの
（いわゆる二世帯住宅等）

（２）評価方法のイメージ

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

マンションの相続税評価額と市場価格の乖離率＝平均2.36倍
（１億円の市場価格のマンションが相続税評価で平均4,270万円で評価）

Ｒ５年度
税制改正

※乖離率1.666倍とは、評価水準で言えば、1.666倍の逆数である60％となります
すなわち、相続税評価額が実勢価格の60％の水準で評価されるといこととなります

相続税評価額 １.６６６倍 実勢価額

乖離率による判定のイメージ

６０％

１００％

乖離率 ×1.666倍

超える場合
評価の見直し

約4割ぐらいで評価されている
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（３）タワーマンションの評価方法の見直し案

区分所有に係る財産の各部分（建物部分及び敷地利用権部分）の価額は、次の算式により計算した価額により評価する

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２３ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

現行の相続評価額 当該マンション一室の評価乖離率 ６０％× ×

最低評価水準

●乖離率の計算式

乖離率 ＝ （築年数×△0.033）＋（総階数指数×0.239）＋（所在階×0.018）＋（敷地持分狭小度×△1.195）＋3.220

※1 総階数指数 ＝ 総階数÷33 （上限が1.0）

※2 敷地持分狭小度 ＝ 敷地利用権の面積（マンション全体の敷地面積×持分割合）÷建物の専有面積

※1 ※2

タワマンの相続税評価の見直し②
Ｒ５年度
税制改正

理論的な市場価格

（４）具体的な計算例

一室の

専有面積

一室の

敷地権割合
敷地面積所在階総階数築年数

50㎡1/1005,000㎡25階30階10年タワーマンション

現行の財産評価通達による相続税評価額 5,000万円 （自用家屋の評価＋区分所有権の自用地評価）

❶乖離率の算定

（10年×△0.033） + （30階÷33×0.239） + （25階×0.018） + （5,000㎡×1/100）÷50㎡×△1.195） + 3.220 = 2.362
（築年数） （総階数指数） （所在階） （敷地持分狭小度） （1.666倍以上）

❷タワーマンションの改正後の評価方法

現行の相続税評価額 5,000万円 × 乖離率2.362 × 最低評価水準 0.6 ＝ 7,086万円 2,086万円

建物 ： （固定資産評価額）
土地 ： （路線価格×敷地利用権）

マンション全体の8割ぐらい該当する予定

（△0.330） （0.217） （0.450） （△1.195）

① 分譲マンションを所有している人は、改正の影響を早期に確認し、相続税の試算・遺産分割・納税資金について再検討を

② 分譲マンションを所有している同族会社は、自社株評価（純資産価額）を要チェックし、事業承継・相続対策について再検討を

実務上の留意事項
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土地に係る固定資産税等の負担調整措置の延長
Ｒ３年度
税制改正

① 令和6年度は、3年に一度の固定資産税評価替えの年にあたり、令和6年度の評価替えにおいては、負担水準
のバラツキが拡大することが見込まれるため、税負担の公平化の観点から均等化に向けた取組みが求められる

② 土地の評価替えにつき、現行の❶負担調整措置、❷条例減額制度を令和8年度まで3年間適用期限を延長

制度の概要 2024年（令和6年）～2026年（令和8年）までの3年間

① 令和6年度は、3年に一度の固定資産税評価額の評価替えの年であり、固定資産税評価額は変わる

② 不動産取得税・登録免許税・相続税等の税額計算にあたっては、その評価替え後の評価額で計算する

実務上の留意事項

Ｒ6年度
税制改正 資産税④

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

当年度の課税標準額 （負担調整措置）負担水準

当年度の評価額の70％70％超

商業地等 前年度の課税標準額と同額60％以上70％以下

前年度の課税標準額＋当年度の評価額×5％ （※1.2）60％未満

当年度の評価額の100％100％以上
住宅用地

前年度の課税標準額＋当年度の評価額×5％ （※2）100％未満

（１）負担調整措置

※1 当年度の評価額の6割を超える場合には、当年度の評価額×60％とする

※2 当年度の評価額の2割にも満たない場合には、当年度の評価額×20％とする

（２）条例減額制度

（負担水準（前年の課税標準額÷当年の評価額）に応じて当年度の課税標準額を調整する措置）

条例減額制度

課税標準額の上限を評価額の60％～70％の範囲内で条例の定める値とすることができる商業地等

課税標準の対前年度増加率に上限（1.1以上で条例で定める割合）を設けることができる住宅用地

（市町村が条例により課税標準額の上限を決定することができる制度）
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その他不動産税制関連の改正①

（４）登録免許税の軽減措置の延長

下記の登録免許税の軽減措置の適用期限を3年間延長

制度の概要

軽減税率本則内容

0.15％0.4％保存登記

住宅用家屋の所有権保存登記等 0.3％2.0％移転登記

0.1％0.4％抵当権設定

0.1％0.4％保存登記ー

特定認定長期優良住宅の所有権 0.1％2.0％
移転登記

マンション

0.2％2.0％戸建て住宅

0.1％0.4％保存登記
認定低炭素住宅の所有権

0.1％2.0％移転登記

0.1％2.0％移転登記特定の増改築等がされた住宅用家屋の所有権

（１）特定の居住用財産の買換え・交換の場合の特例の延長

① 特定の居住用財産の買換え・交換の特例（売却益の課税の繰延）の適用期限を2年間延長

制度の概要 2025年（令和7年）12月31日まで2年間延長

202７年（令和9年）3月31日まで3年間延長

（２）居住用財産の譲渡損失の繰越控除制度の特例の延長

① 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等（以降3年間繰越控除）の適用期限を2年間延長

② 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等（残債があるマイホームの売却損の以降3年間の繰越控除）の適用期限を2年間延長

制度の概要 2025年（令和7年）12月31日まで2年間延長

Ｒ6年度
税制改正 資産税⑤

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

（３）特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合の特別控除の延長

① 特定の民間住宅地造成事業の譲渡の特例1,500万円特別控除の適用期限を2年間延長

制度の概要 2025年（令和7年）12月31日まで2年間延長
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（５）新築住宅・新築認定長期優良住宅・耐震改修等に伴う固定資産税の軽減措置の延長

新築住宅・新築認定長期優良住宅・耐震改修等の固定資産税の軽減措置の適用期限を2年間延長

制度の概要

床面積基準減額割合※減額期間内容

50㎡※以上280㎡以下
かつ1/2が居住部分
（※共同住宅及び区分所有の貸家

の場合は40㎡ 以下同じ）

1/2減額

3年間新築住宅
新築住宅

5年間3階以上の中高層耐火建築物

5年間新築認定長期優良住宅
新築認定長期優良住宅

7年間3階以上の中高層耐火建築物

ー1/2減額１年間耐震改修

耐震改修等 50㎡以上 280㎡以下1/3減額１年間バリアフリー改修

50㎡以上 280㎡以下1/3減額1年間省エネ改修

（※）減額割合は、120㎡以下の部分に対応する部分税額×1/2減額（又は1/3減額）とする

2026年（令和8年）3月31日まで2年間延長

（６）不動産譲渡契約書・工事請負契約書に係る印紙税の税率の特例措置の延長

不動産譲渡契約書・工事請負契約書に係る印紙税の税率特例措置を3年間延長

制度の概要

特例措置本則
契約金額

工事請負契約書不動産譲渡契約書

200円400円100万円超 200万円以下10万円超 50万円以下

500円1,000円200万円超 300万円以下50万円超 100万円以下

1,000円2,000円300万円超 500万円以下100万円超 500万円以下

5,000円1万円1,000万円以下500万円超

1万円2万円5,000万円以下1,000万円超

3万円6万円1億円以下5,000万円超

6万円10万円5億円以下1億円超

16万円20万円10億円以下5億円超

32万円40万円50億円以下10億円超

48万円60万円50億円超

2027年（令和9年）3月31日まで3年間延長

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

その他不動産税制関連の改正②
Ｒ6年度
税制改正 資産税③
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ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

その他不動産税制関連の改正②
Ｒ6年度
税制改正 資産税③

2027年（令和9年）3月31日まで3年間延長

（７）土地等に係る不動産取得税の特例措置の延長

延長期間特例措置本則特例措置

3年間延長
評価価格×1/2評価価格① 宅地評価土地の取得に係る課税標準の特例

3％4％② 住宅及び土地の取得に係る標準税率の特例

① 下記の不動産取得税の特例措置の適用期限を3年間延長

制度の概要
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賃上げ促進税制の見直し・延長（大企業）
Ｒ３年度
税制改正

① 物価高に負けない構造的・持続的な賃上げの実現に向け、賃上げ促進税制が強化され、適用期限が3年間延長される

② 原則の税額控除率が10％（現行15％）へ引下げられる一方、税額控除の上乗せ措置（教育訓練費の要件緩和（一部強化）
女性活躍・子育て支援創設）を見直し、税額控除率が最大35％（現行30％）へ拡大される

③ 大企業のうち、常時使用する従業員の数が2,000名以下の「中堅企業向けの賃上げ促進税制」を新設する

制度の概要 2024年（令和6年）4月1日～2027年（令和9年）3月31日までの3年間

① 現行4％以上の賃上げ率で受けられていた税額控除率25％は、改正案では7％以上の賃上げが必要となる

② 教育訓練費の上乗せ措置に、教育訓練費の額が雇用者給与額の0.05％以上と要件が付されたため、教育訓練費の額が
僅少な場合には、増加割合10％以上要件を満たしていても、上乗せ措置は受けられない

③ 新設の中堅企業（従業員数2,000名以下）の範囲に、支配関係のある法人との従業員数合計が１万人超は除かれる

実務上の留意事項

Ｒ6年度
税制改正 法人税①

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

※1 「資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上」又は「従業員数2,000人超」のいずれかの企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出を行うことが適用の条件。

※2 従業員数が2,000人以下の企業（「その法人」及び「その法人との間にその法人による支配関係がある法人」の従業員数の合計が1万人を超えるものを除く）が適用可能
ただし、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要

※3 継続雇用者とは、適用事業年度及び前事業年度の全月分の給料等の支給を受けた国内雇用者（雇用保険の一般被保険者に限る）

※4 税額控除額の計算は、全雇用者の前事業年度から適用事業年度の給与等支給増加額に税額控除率を乗じて計算。ただし、控除上限額は、法人税額等の20％

※5 教育訓練費の上乗せ要件は、適用事業年度の教育訓練費の額が、適用事業年度の全雇用者に対する給与等支給額の0.05％以上である場合に限り、適用可能

※6 厚生労働省が実施する「プラチナくるみん」、「プラチナえるぼし（中堅企業は「えるぼし3段階目以上」）」の認定を受けている場合に適用がある

【現行】 【改正後】 （据置期間：3年間）

※3

※4

※5

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】

※6

※6



34

賃上げ促進税制の拡大・延長（中小企業）
Ｒ３年度
税制改正

① 物価高に負けない構造的・持続的な賃上げの実現に向け、賃上げ促進税制が強化され、適用期限が3年間延長される

② 中小企業向けの賃上げ促進税制について、上乗せ措置（教育訓練費の要件緩和（一部強化）、女性活躍・子育て支援創設）
を見直し、税額控除率が最大45％（現行40％）へ拡大される

③ 中小企業については、欠損企業も多く賃上げ促進税制のインセンティブが必ずしも効かない構造となっているため、
当期の税額から控除できなかった税額につき、5年間の繰越控除を創設する

制度の概要 2024年（令和6年）4月1日～2027年（令和9年）3月31日までの3年間

① 教育訓練費の上乗せ措置に、教育訓練費の額が雇用者給与額の0.05％以上と要件が付されたため、教育訓練費の額が
僅少な場合には、増加割合5％以上要件を満たしていても、上乗せ措置は受けられない

② 欠損を生じた事業年度など従来では賃上げ促進税制の恩恵を受けられなかったが、5年間の繰越控除が可能となるため。
翌事業年度以後にも恩恵を受けられるようになる

実務上の留意事項

Ｒ6年度
税制改正 法人税②

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

（１）中小企業向けの賃上げ促進税制

改正後 （3年延長）現行項目

雇用者給料等支給額が前年費増加率 1.5％以上適用要件

15％15％1.5％以上給料等

増加割合

控
除
率

30％30％2.5％以上

10％加算
教育訓練費の増加割合：5％以上

かつ、雇用者全体の給料総額×0.05以上

10％加算
教育訓練費の増加割合：10％以上

教育訓練費

上乗せ

5％加算 ※1

「くるみん認定」 又は 「えるぼし2段階目以上]
－

女性活躍・

子育て支援（創設）

45％40％最大控除率

法人税額×20％控除限度額

5年間の繰越控除（創設） ※2ー控除限度超過額の繰越

※1 厚生労働省が実施する「くるみん認定」、「えるぼし二段階目以上」）」の認定を受けている場合に適用がある

※2 持続的な賃上げを実現する観点から、繰越税額控除をする事業年度において、雇用者給与等支給額が前年比増加している場合に限る
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賃上げ促進税制の新たな判断区分
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税③

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

【参考１】 ３つの法人区分

改正後現行常時使用従業員数資本金

大企業

大企業

2,000人超

1億円超

中堅企業（※1）2,000人以下

中小企業中小企業—1億円以下

【参考２】マルチステークホルダー方針（※2）の公表対象者

改正後現行常時使用従業員数資本金

対象対象1,000人以上
10億円以上

—

ー

1,000人未満

対象2,000人超
10億円未満

ー2,000人以下

※1 「その法人」及び「その法人との間にその法人による支配関係がある法人」の
従業員数が合計1万人超の場合は「大企業」になる

※2 マルチステークホルダー方針（賃上げ方針、取引先との適切な関係構築の方針等）
の取引先に「消費税の免税事業者」が含まれることが明確化される

【参考３】 女性活躍・子育て支援の上乗せ措置の要件

（１）くるみん （子育てサポート企業として厚生労働省が認定）

大企業中堅企業中小企業

－－－トライくるみん

－－

○

くるみん

○○プラチナくるみん

大企業中堅企業中小企業

－－－えるぼし（1段階目）

－－

○

えるぼし（2段階目）

ー
○

えるぼし（3段階目）

○プラチナえるぼし

（２）えるぼし （女性活躍を推進する優良企業として厚生労働省が認定）
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交際費課税の特例措置の拡充・延長
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税④

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① 地方活性化の中心的役割を担う中小企業の経済活動の活性化や、飲食料費に係るデフレマインドを取り除く観点
から、交際費課税の特例措置を、令和9年3月31日まで適用期限を3年間延長する

② 会議費の実態を踏まえ、交際費等から除外される飲食費の基準を、令和6年4月1日以後に支出するする飲食費から、
1人当たり1万円以下（現行：5,000円以下）に引き上げる

制度の概要

① 会計システム（補助科目の設定等）や経費精算ルール、社内規程等の見直しが必要になる

② 令和6年4月1日以後に支出する飲食費が対象となるため、3月31日決算法人以外の法人は、同一事業年度内
で飲食費に係る金額基準が２つできるので注意が必要

実務上の留意事項

（１）交際費課税の特例措置 （中小企業）

2024年（令和6年）4月1日～2027年（令和9年）3月31日までの3年間

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】
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中小企業者の少額減価償却資産の特例の延長
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑤

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① 少額減価償却資産（30万円未満）の損金算入の特例について、令和8年3月31日まで適用期限を2年間延長する

② 中小企業者等の少額減価償却資産の特例の適用対象から除外される法人が追加される

制度の概要

① 個人事業主の所得税についても同様となる

② 上記の中小企業者等の少額減価償却資産の特例の適用対象から除外される法人にならないか確認が必要

実務上の留意事項

（１）各制度の比較

2024年（令和6年）4月1日～2026年（令和8年）3月31日までの2年間

（参考）限度額償却方法取得価額制度

償却資産税 課税対象年300万円全額損金算入30万円未満
①中小企業者等の少額減価償却資産の特例

（2年間延長）

償却資産税 非課税限度なし

3年均等償却20万円未満②一括償却資産の損金算入制度

全額損金算入10万円未満③少額の減価償却資産の損金算入制度

（２）中小企業者等の少額減価償却資産の損金算入特例の適用対象から除外される法人

改正後現行

左記の対象法人から、ｅ‐Taxにより法人税の確定申告書等の記載

すべきものとされる事項を提出しなければならない法人のうち、常時

使用する従業員の数が300人を超えるものが除外される

中小企業者で青色申告法人のうち、常時使用する従業員の数が

500人以下（令和2年3月31日までの取得については1,000名以下）

の法人（中小企業者等）に限られる
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中小企業事業再編損失準備金制度の拡充・延長
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑥

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① Ｍ＆Ａ後の損失に備える現行制度を見直しした上で、現行制度を令和9年3月31日まで適用期限を3年間延長する

② 成長意欲ある中堅・中小企業が、複数の中小企業を子会社化し、グループ一体となって成長していくことを後押しするため
複数回のＭ＆Ａを実施する場合には、積立率を最大100％（現行：70％）に拡充し、据置期間を10年（現行：5年）に延長する
新しい制度が追加される （新制度は、産業競争力強化法の改正の施行日から2027年（令和9年）3月31日まで）

制度の概要

① 新制度に基づく適用要件や特別事業再編計画（仮称）がどのような内容になるか確認する必要がある

② 事業承継を対象とする一定の表明保証保険契約とはどのようなものかを確認する必要がある

実務上の留意事項

（１）中小企業事業再編損失準備制度

【新制度】 産業競争力強化法の改正の施行日～2027年（令和9年）3月31日まで

【経営革新等支援機関推進協議会資料より抜粋】

【現行制度】 2027年（令和9年）3月31日までの3年間
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戦略分野国内生産促進税制の創設①
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑦

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① 民間として事業採算性に乗りにくいが、国として特段に戦略的な長期投資が不可欠となる分野を選定し、集中的な国内投資
を促すため、生産・販売量に比例して法人税を控除する戦略分野国内生産促進税制が創設される

② 具体的な対象物資 ：半導体、電気自動車等（蓄電池）、グリーンスチール、グリーンケミカル、航空燃料費（SAF）

制度の概要

以下①～③の要件全てに該当する場合、その事業年度について税額控除は適用しない

①所得金額が対前年比で増加 ②継続雇用給料等支給額が対前年比増加率１％未満

③国内設備投資額が、当期の減価償却費の4割未満

実務上の留意事項

（１）戦略分野国内生産投資促進税制の創設

事業適応計画の認定日以後～10年以内の日を含む各事業年度

内容項目

・青色申告法人で、産業競争力強化法の事業適応計画について認定を受けること適用対象者

・産業競争力基盤強化商品生産用資産（仮称）の取得等をし、国内にある事業の用に供すること適用要件

・産業競争力強化法の事業適応計画の認定の日以後10年以内の日を含む各事業年度対象期間

・次の①と②の内、いずれか少ない金額の税額控除

①産業競争力基盤強化商品生産用資産により生産された産業競争力基盤強化商品のうち、その事業年度の
対象期間において販売されたものの数量等に応じた金額

②産業競争力基盤強化商品生産用資産の取得価額を基礎とした金額 （既に本制度の税額対象となったもの除く）

税制優遇

（税額控除）

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】
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戦略分野国内生産促進税制の創設②
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑦

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

【注】 「デジタルトランスフォーメーション投資促進税制の税額控除」
及び「カーボンニュートラル投資促進税制の税額控除」との合計で、
当期の法人税額の40％（半導体生産用資産にあっては20％）を上限

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】
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イノベーションボックス税制の創設①
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑧

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① イノベーション投資を促す税制には、①研究開発投資（インプット）に着目した「研究開発税制」と、②研究開発に係る「成果」として
として生まれた所得（アウトプット）に着目した「イノベーションボックス税制」が挙げられる

② イノベーションの国際競争が進む中で、海外と比べて遜色のない税制面の環境整備を図ることにより、研究開発拠点としての
立地競争力を向上し、国内における民間の無形固定資産を後押しする観点から、新たにイノベーションボックス税制を創設する

（Ｇ７で3番目）

制度の概要

（１）イノベーションボックス税制の創設
内容項目

・対象となる知的財産（特定特許権等） → （「特許権」及び「ＡＩ関連のソフトウェアの著作権」）対象知的財産

・青色申告法人が国内で自ら研究開発を行ったもの （令和6年4月1日以後に取得・製作されたもの）知的財産の要件

・特許権譲渡等取引 （国内への譲渡所得、国内外からのライセンス（貸付）所得）

（国外への譲渡所得、関連者（移転価格税制と同基準）からの所得は、対象外）
対象所得

・2025年（令和7年）4月1日～2032年（令和14年）3月31日までの7年間対象期間

・次の①と②のいずれか少ない金額×30％を損金算入

①

② 当期の所得金額

税制優遇

（税額控除）

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】

2025年（令和7年）4月1日～2032年（令和14年）3月31日までの7年間

特権権譲渡等に係る
譲渡所得・貸付所得の金額

×
当期及び前期以前（R7.4.1以降開始する事業年度に限る）のその特許権譲渡等
取引に係る特定特許権等に直接関連する研究開発に係る金額の合計額

分母の金額に含まれる適格研究開発費の額の合計額

通常の法人税率
法人税実効税率：約30％

法人税実効税率：約20％へ
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イノベーションボックス税制の創設②
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑧

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】



43

外形標準課税の対象法人の見直し（減資への対応）
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑨

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① 「減資への対応策」として、当分の間、「前年度に外形標準課税の対象であった法人で、当年度に資本金1億円以下、
かつ、資本金と資本剰余金の合計額が10億円超（追加基準）となるものは、外形標準課税の対象に追加する

② 上記改正は、令和7年4月1日に施行し、同日以後開始する事業年度から適用する

制度の概要

① 「駆け込み」減資への対策として、経過措置が設けられる

② 中堅・中小企業のＭ＆Ａに係る配慮措置、激変緩和措置が設けられている

❶改正前に外形標準課税の「対象外」である法人は、現行基準に該当しない限り、引き続き「対象外」

❷改正後に新設される法人は、現行基準に該当しない限り、引き続き「対象外」

実務上の留意事項

（１）減資への対応

2025年（令和7年）4月1日以後に開始する事業年度～

追加基準

【追加基準のイメージ】

【前年度】 【当年度】

外形標準課税対象法人

資本金1億円以下

【資本金＋資本剰余金】

10億円超 ⇒ 対象

経過措置 「駆け込み」減資への対策

公布日を含む事業年度の前事業年度（公布日の前日に資本金が1億円以下となっていた場合は、
公布日以後最初に終了する事業年度）に外形標準課税の対象であった法人が、「駆け込み」で
施行日以後最初に開始する事業年度に1億円以下となった場合

⇒ 施行日以後最初に開始する事業年度は、資本金と資本剰余金の合計10億円で判定

施行日以後最初に開始する
事業年度の取り扱い

・資本金1億円超 【付加価値割 （給与＋賃借料＋利子＋単年度損益）課税標準に法人事業税を課税】現行基準

・前年度 ： 外形標準課税対象法人

・当年度 ： 資本金1億円以下 かつ 資本金と資本剰余金の合計10億円超
追加基準

上場企業等が資本金を1億円以下に減資をし、負担を回避している問題 （適用対象法人が2/.3に減少）
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外形標準課税の対象法人の見直し（100％子会社対応）
Ｒ３年度
税制改正
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑨

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

① 「100％子会社への対応策」として、資本金と資本剰余金の合計額が50億円超である大会社の100％子法人等のうち、
資本金と資本剰余金の合計額が2億円超（追加基準）となるものは、外形標準課税の対象に追加する

② 上記改正は、令和8年4月1日に施行し、同日以後開始する事業年度から適用する

制度の概要

① 子会社が外形標準課税の対象となる大企業においてｈ、グループ全体の税負担の増減を注視する必要がある

② 中堅・中小企業のＭ＆Ａに係る配慮措置、激変緩和措置が設けられている

実務上の留意事項

（１）100％子会社への対応

2026年（令和8年）4月1日以後に開始する事業年度～

中堅・中小企業のＭ＆Ａに係る配慮

産業競争力強化法の特別事業再編計画（仮称）の基づくＭ＆Ａは、5年間 「対象外」特例措置

従来の課税方式で計算した税額を超える部分について次の通り軽減

・令和8年度：超える額の2/3軽減

・令和9年度：超える額の1/3軽減

激変緩和措置

・資本金1億円超現行基準

・資本金と資本剰余金の合計50億円超の法人等の100％子法人等（※1）

・当年度 ：資本金1億円以下 かつ 資本金と資本剰余金の合計 2億円超
追加基準



45

法人税関連のその他の改正①

（１）研究開発税制の見直し

① 一般試験研究費の額に係る税額控除制度について、令和8年4月1日以後に開始する事業年度で増減試験研究費割合が
ゼロに満たない事業年度につき、税額控除率を見直すとともに、税額控除率の下限（現行：1％）を撤廃

② 制度の対象となる試験研究費の額から、内国法人の国外事業者等を通じて行う事業に係る試験研究費の額を除外

制度の概要 2026年（令和8年）4月1日以後開始する事業年度～

（２）オープンイノベーション促進税制の延長

① オープンイノベーション促進税制の適用期限を、令和8年3月31日まで2年間延長

制度の概要 2026年（令和8年）3月31日まで2年間延長

Ｒ6年度
税制改正 法人税⑩

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

（３）地域未来投資促進税制の拡充等

① 課税特例の上乗せ要件を拡充したうえで、対象となる機械装置及び器具備品の税額控除率を6％（現行：5％）に引き上げ

② 課税特例の上乗せ要件のうち、労働生産性の伸び率に係る要件について、その労働生産性の伸び率を5％以上（現行：4％）
に引き上げ

制度の概要 改正予定日、税制改正大綱に明示なし

（４）地方拠点強化税制の見直し・延長

① 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度、地方活力向上地域等において
雇用者の数が増加した場合の税額控除制度について、一定の見直しの上、適用期限を令和8年3月31日まで2年延長

② 特定業務施設の範囲に、一定の商業事業部門、サービス事業部門のために使用される事務所を加える

制度の概要 2026年（令和8年）3月31日まで2年間延長

（５）暗号資産の期末時価

① 法人が有する市場暗号資産に該当する暗号資産で譲渡についての制限その他の条件が付されている暗号資産の期末に
おける評価額は、原価法又は時価法のうちその法人が選定した評価方法（自己の発行する暗号資産でその発行の時から継続
して保有するものにあっては、原価法）により計算した金額とするほか、所要の措置を講ずる

制度の概要 改正予定日、税制改正大綱に明示なし
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法人税関連のその他の改正②
Ｒ6年度
税制改正 法人税⑩

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

（６）現物出資の内外判定の見直し

① 適格現物出資の該当性の判定に際し、現物出資により移転する資産等（国内不動産等を除く）の内外判定は、内国法人の
本店等若しくは外国法人の恒久的施設を通じて行う事業に係る資産等又は内国法人の国外事業所等若しくは外国法人の本店
等を通じて行う事業に係る資産等のいずれに該当するかによることとする

② 令和6年10月1日以後に行われる現物出資について適用

制度の概要 2024年（令和6年）10月1日以後の現物出資～

（７）中小企業者の欠損金等以外の欠損金の繰戻し還付制度の不適用の延長

① 中小企業者の欠損金等以外の欠損金の繰戻し還付制度の不適用について、その適用期限を2年延長し、令和8年3月31日まで
の間に終了する各事業年度において生じた欠損金額については適用しないこととする

制度の概要 2026年（令和8年）3月31日まで2年間延長

（８）中小企業倒産防止掛金の損金算入の特例の見直し

① 中小企業倒産防止掛金の損金算入について、令和6年10月1日以後に中小企業倒産防止掛金共済法の共済契約の解除が
あった後に、同法の共済契約を締結した場合には、その解除の日から同日以後2年を経過する日までの間に支出する中小企業
倒産防止掛金については、本特例の適用ができないこととする

制度の概要 2024年（令和6年）10月1日以降の解約以降～

（９）倉庫用建物等の割増償却制度の見直し・延長

① 倉庫用建物等の割増償却制度について、その適用期限を令和8年3月31日まで2年延長する

② 対象となる特定流通業務施設に有しなければならない到着時刻表示装置について貨物自動車の運転者等からの商品等の
入出庫に関する情報の提供機能を有するものに限定するほか、対象となる特定流通業務施設の設備要件を見直す

③ 割増償却は、流通業務の省力化に特に資する施設として、次の要件を満たす特定流通業務施設であることにつき証明された
事業年度のみ、適用できることとする

・ 貨物自動車の運転者の平均荷待ち時間が20分以内であること

・ 貨物自動車の運転者の平均荷役時間が特定総合効率化計画に記載されたその特定流通業務施設における平均荷役時間
の目標値及びその法人が既に有する流通業務施設における平均荷役時間を下回ること

制度の概要 2026年（令和8年）3月31日まで2年間延長
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プラットフォーム課税の導入
Ｒ6年度
税制改正 消費税①

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

制度の概要

① 国境を越えたサービスの提供（アプリストアやオンラインゲーム等）にいて、国内外の事業者間における課税の公平性
や競争条件の中立性を確保する観点から、国外サービス提供者の代わりに、特定プラットフォーム事業者が消費税を
納める「プラットフォーム課税」を導入する

② 本制度の対象となるプラットフォーム事業者には高い税務コンプライアンスや事務処理能力が求められること等を
考慮し、国外事業者によるデジタルサービスの取引高が50億円超の特定プラットフォーム事業者を対象とする

③ 上記の導入は、令和7年4月1日以後行われるデジタルサービスについてから適用する

2025年（令和7年）4月1日以後の役務の提供から

① 事業者向けのデジタルサービスの提供は、リバースチャージ方式のため上記の対象外になる

② 本制度の対象となるプラットフォーム事業者は、その課税期間に係る確定申告書の提出期限までに、一定事項を
国税庁長官に届け出る必要がある

実務上の留意事項

【令和6年度 経済産業省 税制改正概要より抜粋】
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国外事業者に係る事業者免税点制度の見直し
Ｒ6年度
税制改正 消費税②

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

制度の概要

① 国外事業者により、消費税の納税義務の免除の特例や簡易課税制度等を適用して、売手が納税せず、買手が控除を行う、
いわゆる 「納税なき控除」が行われており、これに対応するため以下の見直しが実施される

② 上記の見直しは、令和6年10月1日以後開始する事業年度から適用する

（１）消費税の納税義務の免除特例（事業者免税点制度）の見直し

2024年（令和6年）10月1日以後開始する事業年度から

①国外事業者は、消費税の納税義務の判定等について要件が改正され、日本進出する際等には留意する必要がある

実務上の留意事項

改正後特例の概要見直しされる特例

国外事業者は、特定期間における消費税の納税義務の判定から給与
支払額を除く

【現行では、非居住者への給料の判定対象となっておらず、特例が機
能していないため】

基準期間における課税売上高が1,000万円以下あっても

次のいずれかの場合は納税義務が免除されない

・特定期間における課税売上高1,000万円超

・特定期間における給与（居住者分）の合計額1,000万円超

①特定期間の特例

国外事業者は、基準期間を有する場合であっても、国内における事業
開始時における資本金の金額により消費税の納税義務を判定する

【現行では、本国での設立後2年以上経過した外国法人が日本に進出
する場合、基準期間を有していることから、資本金が1,000万円以上で
あっても消費税の納税義務が免除されるため】

資本金が1,000万円以上の法人は納税義務が免除されない

（基準期間がない課税期間が対象）
②新設法人の特例

国外分を含む収入金額が50億円超の国外事業者が設立した法人は、
消費税の納税義務が免除されない

【国外の収入金額が判定から除かれているため、国外で多額の収入を
得ている大企業が設立した法人の資本金の金額が1,000万円未満の
法人は消費税の納税義務が免除されるため】

国内の課税売上高が5億円超の法人が、設立した資本金の金額

が1,000万円未満の法人である場合は納税義務が免除されない

（基準期間がない課税期間が対象）

③特定新規設立法人の特例

（２）簡易課税制度等の見直し

① 恒久的施設を有しない国外事業者について、国内における課税仕入れ等が一般的に想定されず、業種毎のみなし仕入率に
よる控除が適切であると言えないため、簡易課税制度の適用を認めないことになる

② 適格請求書発行事業者となる小規模事業者に対する負担軽減措置（2割特例）も、同様に適用が認められないことになる
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消費税関連のその他の改正

（１）高額特定資産を取得した場合の免税事業者等の適用制限の見直し

① 高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制度及び簡易課税制度適用を制限する措置の対象に、その課税期間中に取得
した「金又は白金の地金等」の額の合計額が200万円以上である場合を加える

② 令和6年4月1日以後の金又は白金の地金等の課税仕入れについて適用する

制度の概要 2024年（令和6年）4月1日以後の地金等の課税仕入れ～

（２）外国人旅行者向け免税制度に係る課税仕入れの見直し

Ｒ6年度
税制改正 消費税③

ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.無断複写・転送を禁じます

（３）簡易課税制度適用者・小規模事業者の経理方法の明確化

① 簡易課税制度又は適格請求書発行事業者となる小規模事業者に対する負担軽減措置（2割特例）を適用する事業者が、
令和5年10月１日以後に国内において行う課税仕入れについて、税抜経理方式を適用した場合の仮払消費税等として計上
する金額につき、継続適用を条件として、その課税仕入れに係る支払対価の額に110分の10（軽減対象課税資産の譲渡等に
係るものである場合には、108分の8）を乗じた金額とすることが認められることを明確化する

制度の概要

① 外国人旅行者向け消費税免税制度により免税購入された物品と知りながら行った課税仕入れについては、仕入税額控除制度
の適用を認めないこととする

② 令和6年4月1日以後の国内において事業者が行う課税仕入れについて適用する

制度の概要 2024年（令和6年）4月1日以後の課税仕入れ～

2023年（令和5年）10月1日以後の課税仕入れ～

（４）消費税に係る帳簿の記載事項の見直し

① 一定の事項が記載された帳簿の保存により仕入税額控除が認められる自動販売機及び自動サービス機による課税仕入れ
並びに使用の際に証票が回収される課税仕入れ（3万円未満のものに限る）については、帳簿への住所等の記載を不要とする

② 改正の趣旨を踏まえ、令和5年10月1日以後に行われる上記の課税仕入れに係る帳簿への住所等の記載については、運用上
記載がなくとも改めて求めないものとする。

制度の概要 2023年（令和5年）10月1日以後の課税仕入れ～



ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ ⓒ ２０２４ＫＹＯＴＯＫＥＩＥＩ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ.

○本資料は令和6年度税制改正大綱及び各省庁資料等に基づき作成しております。
内容につきましては変わる可能性がありますのでご了承ください。

○本資料の権利は、税理士法人京都経営に属しており、いかなる目的であれ、無断
で複製又は転送等を行わないようお願いいたします。

○本資料の内容につきまして、情報の提供を目的として、想定される一般的な法律・
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